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目　的　1995 年１月17日に発生した兵庫県南部地震を期に，一般居住者の住宅の安全性

に関する意識は高まったと考えられる。前報では経済性を考慮した一般居住者の要求構造

安全水準について報告した。本報では，住宅を供給する側が，一般居住者の安全性に対す
る意識をどのように認識しているのかを調査した。これまでに明らかにした一般居住者の

要求水準との相違を把握し，住宅供給側と購入側の要求水準を整合させたい。これが，居
住者の考えや要求を反映した住宅を実現するための一資料になることを目的としている。

方　法　住宅情報誌に広告を掲載している全国の住宅企業50 社を対象に,郵送によるｱﾝｹ
緋調査を行った。ｱﾝｹｰﾄは,安全性に関する説明事項および購入者に質問される事項，阪神

・淡路大震災による影響，居住者の安全性および性能の要求水準に関する質問等で構成し，

要求水準については「居住者がどう考えていると思うか」という視点で回答してもらった。

結　果　結果の一部を纏めたものを以下に示す。供給側は直接購入側とかかわるため正

確に把握している部分もあるが，結果が二分するものも多く，傾向を把握するのは難しい。
①購入側の安全性に対する意識は地震以降高まったが，知識はあまり高まっていない。

②安全性および使用性に対する購入側と供給側の重視する度合は，異なる部分が多い。

③供給側が望ましいと考える住宅の要求安全水準は，居住者の期待する安全水準より高い。

④購入側は安全性より経済性を優先する傾向にあるが，これを認識している供給側は半数

以下である。その他，購入側の意識に関する回答は結果が分散した。購入側の意識に対す
る企業の認識は，結果が集約せず，企業によってまったく傾向が異なることがわかった。
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１。はじめに

阪神淡路大震災では建築躯体被害の少ない住宅でも室内は家具や家電機器の転倒や損傷
などによる散乱で大打撃を受けていた。地震時における室内の安全対策としては様々なレ
ベルでの対応が考えられるが、既存の家具や家電機器などについては固定や転倒防止金具
の取り付けが推奨されている。ここではそうした家具や設備機器などの設置方式の違いに

よる転倒防止効果の差を現実の被害調査の分析を中心として明らかにすると共に、固定に
よる効果について検討する。

2. 阪神淡路大震災住宅内部被害調査結果からの検討

本調査は阪神地区に居住している建築関係者約5000 人を対象に震災直後の３月に実
施したものである。有効回答数は2 12  2件。対象とした住宅の躯体被害は傾いたり歪ん

だりしたものが１割強で、僅かなヒビ３割強と被害なしが5.  5 割であった。住宅形式は
木造独立住宅とRC 造集合住宅がほぼ半数ずつを占めていた。震災対策とその効果をみる
ために「単に置いていた」「金具で留めていた」「棚に組み込んでいた」「造り付け」と

対策をせず危険度の高い順に並べ移動と損傷状況を検討した。設置対策がほとんど実施さ

れていないものにピアノ。冷蔵庫、テレビなどの重量物があり被害が目立った。調理台や
吊戸棚など造り付っけや金具で留めてあったものは損傷が少なかった。本棚･飾り棚･食器
棚では「金具で留めている」だけでも移動を半分に防ぐ効果はあるが、家具自体や中味の
損傷とは関係がない。造り付けでは家具自体の損傷は少ないが中味の損傷に効果がない。
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